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概   要 

近年，多発している大規模な地震に伴う液状化によって多くの戸建住宅で深刻な被害が発生している．

ここで，構造物の傾斜時には構造物自体に重大な損傷が発生するため，構造物の液状化被害は沈下被害の

時よりも深刻になる．そこで，本稿では設置圧が偏心し，傾斜被害が発生しやすい模型構造物を対象にし

た重力場での二次元模型実験によって，不透水性の改良体に加え排水性の高い改良体を用いて浮き型格子

状地盤改良による液状化被害の抑制効果について検討を行った．検討の結果，側方流動を抑制することを

目的とした不透水性の浮き型格子状地盤改良では傾斜被害の抑制効果は沈下被害の抑制効果に比べて大き

くはないことが確認された．一方，排水性の高い改良体を用いた排水性浮き型格子状地盤改良は構造物の

沈下被害および傾斜被害の抑制効果に効果的であることが確認された． 

 

キーワード：液状化対策，振動台実験，格子状地盤改良 

 

 

1. はじめに 

 

近年，世界中で大地震が頻繁に発生しており，我が国に

おいても東北地方太平洋沖地震 1),2)など度重なる大地震に

より，数多くの戸建て住宅が深刻な液状化被害を受けた．

さらには，近い将来にはより大きく長時間にも及ぶ複数回

の巨大地震が発生することも危惧されており，戸建て住宅

などの既設小規模構造物にも適用できる施工性，経済性に

優れた液状化対策工法の開発が求められている．そこで，

本研究では既設小規模構造物にも適用可能な液状化対策

として，改良深度を液状化層の浅い部分に留めた「浮き形」

の格子状地盤改良に着目した．ここで，従来の格子状地盤

改良は高い剛性を持つ地中連続壁により地盤内を格子状

に改良することで，格子内地盤のせん断変形を壁体で抑制

して液状化の発生自体を防止する工法であり，今日までに

格子間隔が過剰間隙水圧や沈下量に及ぼす影響 3)~8) や最

適な格子間隔の算定方法 9),10)などが検討されてきた． 

一方，著者らはこの従来の格子状地盤改良とは異なり，

改良深度を液状化層の浅い部分に留めた経済的な浮き型

格子状地盤改良によって液状化の発生は許容するものの，

液状化地盤の側方流動を抑制することで構造物の液状化

被害を低減させる方法を提案し，これまで構造物の設置圧

が偏心しておらず傾斜被害が発生しにくい条件において

対策効果の検討 11),12)を行ってきた．しかし，住家の損傷は

沈下被害や傾斜被害に応じて大きくなるため 13),14)，住家の

液状化対策は沈下被害だけではなく，傾斜被害についても

検討を行う必要がある． 

そこで，本稿では浮き形格子状地盤改良および排水性浮

き型格子状地盤改良による構造物の沈下被害および傾斜

被害の抑制効果について，設置圧が偏心しており液状化時

に傾斜被害が発生しやすい模型構造物を用いた重力場で

の二次元模型実験による検討結果を報告する． 

 

表 1 地震による被災度判定（木造，プレハブ）13) 

四隅の柱の傾斜角 判定 

1／20以上 
住家の損害割合を 50%以上とし， 

全壊とする 

1／ 60以上 1／20未満 
傾斜による損害割合を 15％とし，

部位による判定を行う 

1／100以上 1／60未満 
傾斜による判定は行わず， 

部位による判定を行う 
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2. 実験装置と実験概要 

 

2.1 実験装置 

図 1 に簡易振動台実験装置を示す．本研究で用いた実験

装置は既往研究 11),12)と同様のものであり，振動モーターの

周波数と電源供給時間（タイマー）のみが制御されている．

また，振動モーターへの電源供給が停止した後もモーター

は急には停止せず，加速度や周波数は徐々に低下しながら

やがて完全に静止する．そのため，後述するように実際の

加振時間はモーターへの電源供給時間とは異なる． 

 

 

図1 簡易振動台実験装置11), 12) 

 

2.2 実験概要 

図 2 に実験概要図を示し，図 3 に設置圧が偏心しており

傾斜被害が発生しやすい模型構造物を示す．模型地盤には

硅砂 7 号（D50 = 0.15 mm）を使用し，相対密度が約 50 %，

層厚が 300 mm の中密な飽和地盤とした．液状化時の構造

物や地盤内の挙動を観察するため，幅 500 mm×奥行 85 

mm×高さ 500 mm の透明なアクリル製土槽を用いて，地

盤内には 20 mm 間隔で着色砂を設置した．また，平面ひ

ずみ条件を満足するように，構造物は幅 80 mm×奥行 80 

mm×高さ 20 mm のアルミニウム製ブロックの片側に幅

40 mm×奥行 80 mm×高さ 10 mm のアルミニウム製ブロ

ックを重ねた．模型構造物の設置圧は 2 階建ての住宅に相

当する 0.67 kPa（実物で 20kPa）であり，偏心量 e を基礎

幅 B で正規化した偏心比は e / B = 1 /20 である． 

模型改良体には一般的な地盤改良体を想定した不透水

性改良体（アクリル製）および珪砂 2 号（D50 = 3.04 mm）

を透水性は保持したまま固化した排水性改良体（図 4）を

用いた．改良体の寸法は幅 23 mm×奥行 80 mm であり，

その剛性は液状化地盤に比べて十分に高い．また，一般的

な格子状地盤改良と同様に壁体同士はそれぞれ連結され，

加振中において改良体の間隔が変化しないことを想定し，

本検討では模型改良体を土槽に固定した条件で加振実験

を行った．ここで，排水性改良体である珪砂 2 号の透水係

数は k = 2.2×10-2 m/s であり，模型地盤である珪砂 7 号の

透水係数 （k = 6.5×10-5 m/s）に比べて十分に高い． 

 

 

図2 実験概要図 

 

 

図 3 設置荷重の偏心した模型構造物 

 

 

図4 排水性改良体 

 

表 2 に本検討の実験ケースを示す．既往研究の設置圧が

偏心していない模型構造物を対象とした模型実験や解析

結果 11)から改良間隔が狭く，改良深度が深いケースにおい

て液状化対策効果が大きく、改良深度より改良間隔のほう

が支配的であることがわかっている．そのため，設置圧が

偏心した模型構造物を対象とした本検討では，未改良地盤

（Case 0）と改良間隔 L と改良深度 H を構造物の基礎幅 

B（80mm）で正規化した(L/B, H/B)=(1.20, 2.25), (1.40, 2.25), 

(1.20, 1.50)のの 3 種類の改良仕様に対して，不透水性改良

体（U）および排水性改良体（D）を含めた全 7 ケースに

ついて検討を行った． 
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表2 実験ケース 

Case L / B H / B Drain condition 

0 (Unimprovement) － － － 

1.20-1.50 U or D 
1.20 

1.50 
Undrain (U) 

Drain (D) 
1.20-2.25 U or D 

2.25 
1.40-2.25 U or D 1.40 

 

本検討は 1G 場における模型実験であるため，香川 15)や

井合 16)の相似則（表 3）によると，模型縮尺（）が 1 / 30

の場合には地盤の透水係数を 1 / 30 0.75にする必要がある．

しかし，本実験では水道水を用いており，地盤材料も実物

と同様の材料を用いているため，模型地盤の透水性は実物

よりも高くなり，透水係数の相似則を十分に満足できない．

そのため，本検討では最終沈下量や最終傾斜量のように，

過剰間隙水圧の消散過程を含めた評価ではなく，液状化中

（加振中）における浮き型格子状地盤改良による液状化地

盤の側方流動抑制効果に着目して評価を行う． 

 

表 3 1G 場における模型実験の相似則 

項目 模型／実物 

長さ 1 /  

飽和地盤の単位体積重量 1 

地盤のひずみ 1 /  0.50 

時間 1 /  0.75 

地盤の応力 1 /  

地盤の変位 1 /  1.50 

地盤の剛性 1 /  0.50 

構造物や地盤の加速度 1 

透水係数 1 /  0.75 

 

図 5 に本実験で用いた入力波を示す．本研究が提案して

いる液状化対策は，経済的な浮き形格子状地盤改良により

液状化地盤の側方流動を抑制することで構造物の液状化

被害を抑制する方法であるため，加振中の液状化地盤内の

挙動を観察する必要がある．したがって，加振時において

振幅は小さく，且つ模型地盤が十分に液状化する程度には

大きい加速度が必要となる．そこで，本実験では周波数が

17 Hz，最大加速度が約 2 m/s2の正弦波を用いた．ここで，

前述したように本検討で用いた実験装置は振動モーター

による簡易的な振動台実験装置であり，加振方向は三次元

となる．また，タイマーを用いてモーターへの電源供給は

3 秒間としているものの，モーターへの電源供給が停止し

た後も振動は急に止まるのではなく，徐々に周波数は低く，

振幅は小さくなり，振動が完全に停止するまでに約 10 秒

かかる．そのため，加振開始から完全に停止するまでの合

計加振時間は約 13 秒となる． 

 

 

 

 

 

図5 入力加速度 

 

3. 実験結果および考察 

 

3.1 構造物の沈下および回転に対する地盤内変位 

図 6 に設置圧が偏心している模型構造物を対象とした

未改良地盤における実験状況を示す．前述したように，地

盤内に縦横 20 mm 毎で色砂を設置することで，加振中に

おける地盤内の変位状況を正面から観察している．図 7 に

既往研究で行われた設置圧が偏心していない模型構造物

11),12)と本検討で行われた偏心している模型構造物が 20 

mm 沈下した時の地盤内変位を示す．ここで，変位ベクト

ルの大きさは変位量と等倍である．偏心していない模型構

造物には構造物に回転モーメントが作用しないため，加振

直後に模型地盤が液状化するに伴い構造物には傾斜被害

はほとんど発生せずに沈下している．その結果，構造物の

中心付近の地盤では鉛直変位が卓越するものの，構造物の

端部付近から外側に向けて水平変位，すなわち側方流動が

左右対称に発生するため，この側方流動を抑制するように

浮き型格子状地盤改良を行うことで，構造物の沈下被害が

低減できることが確認されている 11)． 

一方，偏心している構造物には常に回転モーメントが作

用するため，構造物は傾斜被害を伴いながら沈下するが，

この場合においても地盤内変位は偏心していない構造物

が沈下した場合とほぼ同様であり，地盤内変位には構造物

の回転によりも沈下が与える影響が支配的であり，傾斜の

影響が見えにくいことが分かった．そこで，構造物の回転

運動が地盤内変位に与える影響を明瞭にするため，構造物

の左端をヒンジ付きの沈下制御ロッドで固定することで，

構造物の左端を回転中心となる条件の下で同様の検討を

行った．図 8 に構造物の傾斜角が 100 / 1000 に達したとき

の地盤内変位を示す．住家の被災度判定（表 1）において，

住宅等の傾斜角が 50 / 1000 に達すると全壊判定となるが，

本実験では傾斜角がその倍となる 100 / 1000 に達しても，

液状化地盤内の変位は構造物の構造物右端（回転部分）付

近の浅層部に局所的にわずかに発生するのみであり，変位

量や変位領域は沈下挙動を伴う場合に比べ非常に小さい

ことが分かった． 

0 5 10 15 20 25 30
-3.0

-2.0

-1.0

0

1.0

2.0

3.0

Elapsed time (sec)

A
cc

el
er

at
io

n
 (

m
/s

2
)

 x-direction

Motor off

-43-



 

図 6 未改良地盤における実験状況（沈下量：20 mm） 

 

 

(a) 設置圧が偏心していない構造物 

 

(b) 設置圧が偏心している構造物 

図 7 構造物が沈下した際の地盤内変位（沈下量：20 mm） 

 

 

図 8 構造物が傾斜した際の地盤内変位（傾斜角：100 /1000） 

 

3.2 格子内における過剰間隙水圧比 

図 9 に未改良地盤である Case 0 と最も改良効果が高い

と考えられる Case 1.20-2.25（不透水性改良体：U，排水性

改良体：D）における過剰間隙水圧比を示す．間隙水圧計

は格子内中央部の深度 G.L. -100 mm および G.L. -150 mm

の位置に設置した．なお，構造物が初期有効応力に与える

影響や沈下時の上載圧の変化を正確に求めることは困難

であるため，計測は構造物を設置していない状態で行った．

計測結果より，Case 0 は過剰間隙水圧が 0.95 程度まで上

昇し，地盤はほぼ完全に液状化していることが分かる．ま

た，不透水性改良体を用いた Case 1.20-2.25 U において過

剰間隙水圧比は 0.8～0.9 程度まで上昇し，地盤の剛性は大

きく低下し，ほぼ液状化に至っている．一方，排水性改良

体を用いた Case 1.20-2.25 D において最大過剰間隙水圧比

が 0.2～0.3 程度に収まっており，改良体の排水性により過

剰間隙水圧は大きく抑制されている． 

したがって，以降に示す不透水性浮き型格子状地盤改良

による対策効果は液状化地盤の側方流動を抑制した効果

であり，排水性浮き型格子状地盤改良による対策効果は側

方流動の抑制効果と過剰間隙水圧の抑制効果の相乗効果

によるものだと考えられる． 

 

 

(a) G.L.-100 mm 

 

(b)  G.L.-150 mm 

図 9 過剰間隙水圧比（Case 0，Case 1.20-2.25） 
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3.3 浮き型格子状地盤改良の対策効果 

図 10 に既往研究における設置圧が偏心していない模型

構造物を対象にした構造物の沈下量 11),12)の時刻歴を示し，

図 11～12 に偏心している模型構造物を対象にした構造物

の沈下量および傾斜角の時刻歴を示す．ここで，構造物の

傾斜角とは構造物の不同沈下量をその計測距離で正規化

した傾斜量である．偏心していない構造物を対象とした検

討では，模型地盤の相対密度は Dr = 36.8%であり，偏心し

ている構造物を対象とした本検討の地盤条件（Dr = 50%）

とは異なる．そのため，偏心している構造物の沈下速度は

偏心していない構造物よりも遅い傾向にあるものの，両者

共に不透水性の浮き型格子状地盤改良を用いて液状化地

盤の側方流動を抑制することで，構造物の沈下被害は構造

物に作用する偏心荷重の有無に関わらず抑制できている

といえる．また，改良体を不透水性の壁体ではなく排水性

の壁体にすることで，浮き型格子状地盤改良による構造物

の沈下被害抑制効果が大幅に増加することが確認できた． 

 

 

(a) 不透水性格子状地盤改良 

 

(b)  排水性格子状地盤改良 

図 10 浮き型格子状地盤改良の対策効果（構造物：偏心なし） 

 

次に住家の損害に大きな影響を与えるもう一つの要因

である構造物の傾斜被害に着目すると，不透水性格子状地

盤改良による傾斜被害の抑制効果は，沈下被害の抑制効果

ほど大きくないことがわかる．これは，構造物に回転運動，

すなわち傾斜被害のみが発生する場合における地盤内の

変位は構造物端部付近の地盤浅層部で局所的に，且つわず

かに発生するのみであり（図 7～8 参照），構造物の沈下等

に伴う液状化地盤の側方流動を抑制するために設置した

浮き型格子状地盤改良では効果的に被害を抑制しきれな

かったためだと考えられる．ところが，排水性の改良体を

用いた浮き型格子状地盤改良による傾斜被害の抑制効果

は不透水性の改良体を用いた場合に比べて大幅に増加し

ていることが分かる．これは，剛性と排水性が高い改良体

を用いることで，浮き型格子状地盤改良が持つ側方変位の

抑制効果により沈下被害を低減させることに加え，排水性

改良体付近における過剰間隙水圧を抑制することにより

構造物直下付近の地盤支持力をある程度保つことができ，

構造物の傾斜被害を抑制したと考えられる． 

以上より，浮き型格子状地盤改良により液状化に伴う構

造物の沈下被害と傾斜被害を経済的に抑制するためには，

沈下時に発生する側方流動を壁体で抑制しつつ，さらには

構造物が傾斜しないように局所的に間隙水圧消散工法の

併用を行い，地盤支持力を確保することが効果的であると

考えられる． 

 

 

(a) 構造物の沈下量 

 

(b) 構造物の傾斜角 

図 11 不透水性格子状地盤改良の対策効果（構造物：偏心有） 
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(a)  構造物の沈下量 

 

(b)  構造物の傾斜角 

図 12 排水性格子状地盤改良の対策効果（構造物：偏心有） 

 

4. 結論 

 

本研究では住宅などの小規模な既設構造物を対象にし

た浮き型格子状地盤改良による液状化時に伴う構造物の

沈下被害抑制効果や傾斜被害抑制効果について，設置圧が

偏心した模型構造物を用いた重力場での二次元模型実験

による検討を行った．以下に得られた知見を示す． 

1) 浮き型格子状地盤改良により側方流動を抑制するこ

とで，構造物の回転運動に関わらず，液状化時に伴う

沈下被害を低減できる． 

2) 構造物が回転運動（傾斜被害）する場合における地盤

内変位は構造物が沈下する場合に比べて小さいため，

側方流動の抑制を期待している浮き型格子状地盤改

良による傾斜被害の抑制効果は沈下被害の抑制効果

に比べて小さい． 

3) 浮き型格子状地盤改良に一般的な地盤改良のような

不透水性の改良体ではなく，排水性の高い改良体を用

いることで，地盤の側方流動と過剰間隙水圧の上昇を

抑制することが可能となり，構造物の沈下被害および

傾斜被害の両方を大きく抑制できる． 
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